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（１）学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

 

① 学生の確保の見通し 

 

ア 定員充足の見込み 

 

１. 全国のスポーツ系学部の入学定員と志願者数（資料１：表１） 

2015 年度にスポーツ科学に係る学士課程を有している大学は、全国に 60 大学（すべて私

立大学）がある。これらは、学部・学科の名称に「スポーツ」という用語が含まれる学部・

学科を持つ大学（以下、「スポーツ系学部」と記す）の数であり、その入学定員の合計は 9,087

人となる。一方、これらのスポーツ系学部の志願者数は 2015 年度で 35,936 人であり、入学

定員に対する志願者数は 3.95 となっており、全国のスポーツ系学部の状況では、志願者数

が入学定員を大きく上回っている。 

過去５年間の変化状況をみると、全国のスポーツ系学部の志願者数は、2011 年度に 31,199

人であったものが、５年後（2015 年度：35,936 人）には 4,737 人増加しているのに対して、

入学定員は 2011 年度に 7,182 人であったものが、５年間（2015 年度：9,087 人）で 1,905

人の増加に留まっている。 

近年、さらなる少子高齢化が進展する中で、様々な課題の解決に向けたスポーツ、健康、

医療、福祉等の幅広い知識と実践力を備えた人材を養成することは、多様化する国民の生活

や健康ニーズに応えるものである。また、2020 年度に開催されるオリンピックやパラリン

ピックの開催を機に、充実・強化が予想されるスポーツ振興等の関連政策を支える人材を目

指す者にとって、スポーツ系学部は大変魅力的である。 

 

２. 東海・北陸のスポーツ系学部の入学定員と志願者数（資料１：表２） 

本学部の学生確保における主な対象地域として想定される「東海・北陸」（愛知県、岐阜

県、静岡県、三重県、富山県、石川県、福井県）に注目し、2015 年度の状況をみると、学

部・学科の名称に「スポーツ」という用語が含まれる学部・学科を持つ大学は６大学（すべ

て私立大学）であり、スポーツ系学部を有する大学は、東海北陸地域では愛知県にしかない。 

これら６大学の入学定員の合計は 1,420 人であり、同様に、東海・北陸のスポーツ系学部

の志願者数は 5,471 人である。よって、入学定員に対する志願者数は 3.85 であり、東海・

北陸においても全国と同程度に志願者数が入学定員を大きく上回っていることがわかる。 

過去５年間の状況をみると、2011 年度以降、東海北陸の入学定員に対する志願者数は、

2015 年度に 3.85 となるが、それまでの年度ではいずれも 4.00 を上回る水準で推移してい

る。よって、東海北陸圏域のスポーツ系学部は、依然として入学定員に対して志願者数が大

きく上回る状況となっている。  
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３. 東海・北陸のスポーツ系学部の志願者数の将来的な見込みと入学定員（資料２） 

先述の「東海・北陸」圏域に本学への進学実績が多い長野県を加えた圏域の平成 26 年 10

月時点での 18 歳の人口は 196,821 人であった（資料２表１）。この 18 歳人口に対して、平

成 27 年３月の高等学校の卒業者は 176,094 人であり、18 歳人口に対する高等学校卒業者数

は 89.5％となる。高等学校卒業者の内、大学（学部）の進学者数は 83,902 人であり、よっ

て高等学校の卒業者に占める大学（学部）の進学率は 47.6％となる（資料２表２）。 

さらに、この東海・北陸圏域の大学志願者総数に占めるスポーツ系学部志願割合は 2.79％

（資料２表３）であることから、およそ 2,340 人とスポーツ系学部志願者数を推計すること

ができる（資料２表４）。 

これらスポーツ系学部の推計志願者数を県別にみると、愛知県が 909 人と最も多く、次い

で静岡県（428 人）、岐阜県（241 人）、長野県（203 人）、三重県（200 人）の順となってい

る（資料２表４）。 

先述のとおり東海北陸におけるスポーツ系学部の入学定員は 1,420 人であったことから、

推計志願者数においても入学定員をおよそ 1,000 人上回っていることとなる。 

 ここで、平成 32 年度（2020 年度）と平成 37 年度（2025 年度）の状況について見ること

とする。本圏域の平成 32 年度の 18 歳推計人口は 190,520 人であり、平成 37 年度には、

170,457 人となり、18 歳人口は現状から若干減少する（資料２表１、表５、表６）。 

これらの 18 歳推計人口に、県別に 18 歳人口に対する高等学校卒業者の割合を乗ずると、

本圏域の高等学校卒業の推計人数の合計は、平成 32 年度で 170,515 人、平成 37 年度には

152,559 人となる。これら高等学校卒業の推計人数に、県別の大学（学部）進学率を乗ずる

と、本圏域の大学進学推計人数は、平成 32 年度で 81,165 人、平成 37 年度で 72,618 人とな

る。さらに、大学進学推計人数に、スポーツ系学部志願者割合（2.79％：資料２表３、表５、

表６）を乗じると、平成 32 年度で 2,264 人（資料２表５）、平成 37 年度で 2,027 人（資料

２表６）となる。 

一方、本学では入学定員を 180 人としている。これは、本学が立地する東海・北陸圏域が、

他圏域よりもスポーツ系学部ニーズが高い地域であり、潜在的な志願ニーズや今後のオリ

ンピックやパラリンピックの開催による影響によって、今後さらに増加する志願ニーズを

勘案したものである。なお、このスポーツ科学部設置に伴い、社会福祉学部の入学定員を 490

人から 400 人に減少させることとしている。その結果、大学全体の入学定員としては 90 人

の増加となるが、学部としての適正規模に鑑みた計画としている。 

以上のように、本圏域の入学定員が今後も維持されたとすると、平成 37 年度においても

約 600 人の志願者が見込まれ、入学定員を上回ることとなる。さらに、今後、進学率の上昇

や社会的な動向によるスポーツ関連人材の養成が求められることなどを勘案すれば、現状

よりも志願者数が増加する可能性も十分に考えられる。 
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イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

 

 本調査は、日本福祉大学スポーツ科学部（仮称）設置計画の検討のため、本アンケート調

査により高校生の卒業後の進路に関する意向等を把握し、設置計画の基礎資料とすること

を目的としたものである。 

 

１．調査の設計 

対象 日本福祉大学既存学部への進学実績等から選定した高等学校に在籍する

高校生（331 校 36,172 人に配布） 

実施期間        平成 27 年 10 月８日～平成 27 年 11 月 16 日 

回収状況           228 校 22,389 人のアンケート調査票を回収した。 

（高等学校単位の回収率 68.9％、高校生単位の回収率 61.9％） 

実施機関        丸善株式会社大学経営コンサルティング部 

 

２．本学部への進学意向 

 本学部への進学意向を把握するため、「新設される日本福祉大学スポーツ科学部（仮称）

への進学を希望しますか。」という問を設定し 11 段階のリッカート尺度（「進学をしたい（10）」

から「進学したくない（０）」）を用いた。この 11 段階のリッカート尺度を用いた主な理由

は以下の２点である。第１は、新設する本学スポーツ科学部（仮称）への入学意向を、より

正確に捉えるため、３段階や５段階より多い選択肢（11 段階）を採用した。第２は、進路選

択が未定な高校２年生の生徒が、本学に新設されるスポーツ科学部（仮称）への進学の可能

性を 10％単位で回答できるよう配慮したものである。 

 その結果、本学の新設学部に「進学したい（10）」と回答した人数は 210 人であり、本学

部の入学定員である 180 名（予定）以上の回答を得ることができた（入学定員の 1.2 倍）。

この 210 人はアンケート回収数の 1.0％に上る。ちなみに、「進学したい（９+10）」との回

答者数は 272 人（1.3％）であり、「進学したい（８+９+10）」とすると 508 人（2.4％）にま

でに及ぶ。 

 東海・北陸における大学（学部）進学者数が 83,902 人（資料２表２）であることから、

想定志願者数は、1.0％では 839 人、1.3％で 1,091 人、2.4％で 2,014 人となり、本学スポ

ーツ科学部（仮称）への進学需要がうかがえる。 

 本学の新設学部に「進学したい（10）」と回答した 210 人に注目し、県別の人数をみると、

愛知県で 115 人（54.8％）と約半数を占め最も多く、次いで岐阜県の 36 人（17.1％）、静岡

県の 20 人（9.5％）の順となっている。新設される学スポーツ科学部（仮称）は、愛知県、

岐阜県、静岡県の地域からの期待が大きいことが把握できる。 
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以上は、本学が独自で実施した新設のスポーツ科学部（仮称）の進学需要推計であった。

参考として、本調査を実施した第三者機関による進学需要推計を紹介する。本学推計とは、

推計対象地域が異なる（本推計では、新潟県や福井県、石川県、奈良県が含まれており本学

独自分析よりも広域である。）が、第三者機関の推計によれば、本学スポーツ科学部（仮称）

への進学意向者数は 1,441 人であり、入学定員である 180 人の８倍にも上ることが報告さ

れている。 

 

３．本学スポーツ科学部（仮称）進学希望者の進学希望分野（資料３）（資料４） 

 

１） 進学希望分野の３類型 

 本学スポーツ科学部（仮称）進学希望者（11 段階（０～10）リッカート尺度による「新設

される日本福祉大学スポーツ科学部（仮称）への進学を希望しますか」に対する８～10 回

答者：508 人）が希望する学問分野についてみた。進学希望学問分野については、本調査で

は 22 分野を選択肢としたが、分析上以下の３つに区分した。１つは「スポーツ系」（スポー

ツ科学、健康科学、体育学）であり、もう１つは、本学に設置されている学部系統（「本学

学部系」（社福、経済、理学・作業療法、保育、教育、心理、国際、看護））、そして、それ

以外の選択肢を束ね「以外」（文学、外国語、法学、政治、社会、環境、情報科学、理・工

学、農学、医学、家政、芸術）とした。 

 

２） 進学希望３分野別の状況 

 その結果、「スポーツ系」のみを希望した者は 123 人（24.2％）に留まり、スポーツの学

びだけを志向する回答は全体の約４分の１であった。一方、「本学学部系」のみを希望した

回答は 91 人（17.9％）、「本学学部系」＋「スポーツ系」を希望した回答は 121 人（23.8％）、

「本学学部系」＋「以外」は 35 人（6.9％）、「スポーツ系」＋「本学学部系」＋「以外」は

40 人（7.9％）であった。以上のように、「本学学部系」に係る進学希望者数は 287 人（56.5％）

にも上る。さらには、「スポーツ系」のみ以外の回答が全体の 75.8％を占めている。 

 

３） 「本学学部系」のみと「スポーツ系」＋「本学学部系」の本学希望学部の状況 

 「本学学部系」のみの回答者（91 人）に注目し、本学希望学部を見ると、「経済・経営・

商学」が 27 人（29.7％）と最も多く、次いで社会福祉学 19 人（20.9％）、教育学 18 人（19.8％）

の順となっている。 

 また、「スポーツ系」＋「本学学部系」の回答者（121 人）に注目し、本学希望学部を見る

と、「教育学」が 45 人（37.2％）と最も多く、次いで、「理学・作業療法」32 人（26.4％）、

「経済・経営・商学」22 人（18.2％）の順となっている。 
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 以上のように、他大学のスポーツ系学部では、スポーツのエリート集団やスポーツの技

術力向上、さらには、プロスポーツ選手、実業団選手を目指した者（「スポーツ系のみ」）

が志願する傾向にある。それに対して、本学のスポーツ科学部（仮称）希望者は、スポー

ツ系に限らず幅広い学び（経済学、社会福祉学、教育学、理学・作業療法学等）を志向し

ている回答が多いことがわかる。 

これは、本学の特徴であり、本学スポーツ科学部（仮称）における幅広い学びの周知は基

より、他学部への学生募集等への波及効果も大きいことがうかがえる。 
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ウ 学生納付金の設定の考え方 

 

 本学部の学生納付金（初年度納付金）を以下のように設定する。 

 

これは、以下の要因より設定した。 

１）愛知県内のスポーツ系学部･学科を有する私立大学の同学部･学科の学生納付金水準 

２）本学既存学部･学科の学生納付金額 

定員充足の見込みにおいても言及したように愛知県内でスポーツ系の学部・学科（学部・

学科に「スポーツ」の名称がつく大学）を有する私立大学は、平成 27（2015）年１月時点で

６大学あり、当該学部・学科における平成 27（2015）年度学生納付金（初年度納付金）は、

下表のとおり 1,378 千円～1,623 千円で、その平均額は 1,469 千円である。 

Ａ大学 1,575,000 円 Ｄ大学 1,623,300 円 

Ｂ大学 1,390,000 円 Ｅ大学 1,410,000 円 

Ｃ大学 1,440,000 円 Ｆ大学 1,378,500 円 

平 均 1,469,483 円   

 

また、同じ美浜キャンパスに設置されている社会福祉学部及び子ども発達学部の平成 27

（2015）年度の学生納付金（初年度納付金）は以下のとおりである。 

 

本学部は美浜キャンパスに専用棟を設置することに加え、関連施設・備品の維持管理を要

することから、既設学部より若干高めの設定であるが、県内平均をやや下回る設定である。

県内同領域学部の学費設定の範囲内にあることから、県内他大学に対する競争力を保持す

るとともに、学内の既存学部・学科との整合性にも鑑みた設定としている。 

 

 

  

入学金 授業料 施設維持費 実習費 初年度納付金 

200,000 円 850,000 円 360,000 円 0 円 1,410,000 円 

入学金 授業料 施設維持費 実習費 初年度納付金 

200,000 円 835,000 円 190,000 円 0 円 1,225,000 円 
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② 学生確保に向けた具体的な取組状況 

 

ア スポーツ科学部スポーツ科学科 

 

１. キャンパス内他学部との相乗効果 

スポーツ科学部を設置する美浜キャンパスには、既に社会福祉学部、子ども発達学部が設

置されている。これらの学部との連携を図ることによって、高齢者の健康づくり・介護予防

や障害者スポーツ、子どもの運動等、社会福祉領域とスポーツ科学領域等、学問領域を跨ぐ

学びを深めることができる。これによって、福祉実践とともにスポーツを学ぶ機会を得るこ

とが可能となるほか、「ふくしスポーツ」研究への発展が期待でき、スポーツの学びに本学

の独自性を持たせることができる。 

 

２. 本学付属高校（入学定員 300 人）との連携強化 

本学付属高校は、スポーツ科学部が設置される美浜キャンパスと同じ敷地内にある。この

利点を活かして、高校と大学のスポーツ系部（サークル）活動が連携することによって、高

校在学中から、大学でスポーツ科学を学ぶ意義を理解する機会を与えることができる。これ

らの取組はスポーツ科学部のアドミッション・ポリシーに沿った志願者の安定的な確保に

つながる。 

 

３. 高校等、地域への本学スポーツ施設の活用促進 

スポーツ科学部の設置を機に、先進的なスポーツ施設の整備が構想されている。本学では、

従来、スポーツ部・サークルにおいて、地域の小学校児童や中学校、高校の生徒に、本学ス

ポーツ施設の活用を促進してきた経緯がある。具体的には、大学生が指導する小・中・高校

スポーツ教室の開催や「みはまスポーツクラブ」の運営、さらには高校のスポーツ大会会場

としての活用促進などである。このように、高校生の活用機会を得て、本学の充実した施設

の周知を図るとともに、スポーツ科学部で学ぶ意義の理解を促進し、学生の安定的確保につ

なげていく。 

 

４. 本学スポーツ科学部進学希望者在籍高校への訪問強化 

平成 27 年 10・11 月に、主に高校２年生を対象として実施した本学スポーツ科学部設置

に係る進学意向調査では、本学スポーツ科学部への進学を強く希望している者が把握でき

た。もちろん、この調査結果から、本学への進学希望者を特定することはできない。しかし

ながら、強い進学希望を持つ者が在籍する高校は把握できた。 

本学スポーツ科学部に強い進学意向をもつ者が在籍する高校に対して、重点的な高校訪

問を実施する。 
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５. 本学スポーツ科学部での学びの内容等について、継続的な周知 

先の進学意向調査やこの間の取組の中で、以下のことが明らかになっている。他大学の実

技能力を重視したスポーツ系学部とは異なり、本学では、スポーツを通じた幅広い学びを目

指す教育方針をもっている。これらの教育方針の理解と、本学スポーツ科学部への興味・関

心や進学意向には正の強い相関関係が確認できる。よって、今後においても、継続して広報

活動や対面学募事業での学部コンセプトや学びの内容の周知徹底を図っていく。 

 

 

イ 定員充足していない学部・学科 

 

本学で定員充足していない学部・学科は、経済学部、国際福祉開発学部、福祉経営学部（通

信）が該当する。 

 

１. 全学的な取組方針 

 定員充足していない学部への対策については、当該学部だけではなく、全学的な取組の中

で改善を図るものである。具体的には、本学の３つのキャンパスがそれぞれに、「地域に根

ざす」取組を積極的に進めるものであり、例えば、美浜キャンパスを中心とした「ふくしの

学びの場」整備構想が挙げられる。これは、スポーツ科学部設置を機に、先進的なスポーツ

施設を整備し、社会福祉学部や子ども発達学部との連携のもとで、美浜町の「福祉・健康」、

「教育・文化」の拠点としての機能を担うものである。これらの取組によって、本学教育内

容の充実を図り、学生確保にも繋げていく方針である。経済学部、国際福祉開発学部が設置

されている東海キャンパスの状況については後述する。 

 

２. 通学課程 

１）志願者と入学者の状況 

（１）経済学部の志願・入学の状況と課題（資料５表１） 

 経済学部の入学定員は、2014 年度まで 250 人であり、2015 年度にはキャンパスを、従

来の美浜町から東海市に移転するとともに 200 人へと定員を減少させ、2016 年度も定員

を 200 人としている。それに対して、入学者数は 2014 年度、2015 年度、2016 年度とも

に 160 人の水準で推移しており、入学定員に対する入学者の割合は、2014 年度で 61.6％

であったものが、定員減少したことにより 2015 年度では約８割（77.0％）となり、2016

年度もその水準の見込みである。 

 このように、都心部に近くなり、より交通の至便性が高い東海キャンパスへの移転と

入学定員の減少によって、入学定員に対する入学者数の割合は上昇したものの、本学部

の学生募集は、依然として厳しい状況にある。 

 これらの状況は以下の要因によるものであると考えている。第１は、経済学部志願者
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の地元志向性に対して、2014 年度まで通学等が不便な美浜キャンパスにあったことであ

る。第２は、本学が社会福祉系の大学であり、その中にある経済学部の特色が十分に打

ち出せていないこと、また、教員（専任）１人当たりの学生数に見られるように教員と

学生の距離の近さ等、本学の「経済学部ならでは」の利点をわかりやすく高校生に打ち

出しきれていないことである。 

 

（２）国際福祉開発学部の志願・入学の状況と課題（資料５表２） 

 国際福祉開発学部の入学定員は、2014 年度以降 80 人としており、経済学部と同様に、

2015 年度から東海キャンパスに移転した。それに対して、入学者数は、2014 年度で 37

人、2015 年で 48 人であり、2016 年度では、2015 年度と同水準の入学者を確保できる見

込みである。入学定員に対する入学者数の割合は、2014年度で46.3％、2015年度で60.0％

であり上昇傾向にあるものの依然として厳しい状況にある。 

 これらの状況に対しての課題は、第１に、経済学部同様、2014 年度まで美浜キャンパ

スの立地による通学の困難さがあったことである。第２には、学部規模が小さいことや

学部の歴史が浅いことによって、本学部の存在が知られていないことや学部名称の独自

性から、在学中の学びの内容の理解が困難であったことである。 

 

２）学生確保の方策と見込み 

 以上のように、経済学部と国際福祉開発学部の現状における課題は、いずれの学部も、

キャンパスの立地による通学の困難性と学びの内容の充実と情報発信であった。特に、キ

ャンパスの立地については、両学部ともに 2015 年度に従来の美浜からより都心に近い東

海キャンパスへと移転しているものの、移転間もないこともありその効果は十分ではな

いが、志願・入学の状況に変化が見られている。 

これらの学部については、キャンパス移転とともに先述の全学的な「地域に根ざす」教育

内容の改善が進められようとしている。今後は、これらの取組を積極的に情報発信し、高

校生に学びの内容等について理解を得て、学生確保に繋げていきたい。 

 

（１）経済学部の学生確保の方策 

① キャンパス移転による入学者の変化 

 東海キャンパス移転前後（2014、2015 年度）を比較すると、特に岐阜県からの入学者が

増加傾向にある（資料５表３、資料６）。これは、交通アクセスが向上したことによるもの

と考えられるが、これまで、愛知県が主な地域であった経済学部の学生募集において、この

ような地域の拡がりは今後に大きな可能性を見出すことができる。また、キャンパス移転前

後の在学生の自宅・下宿割合を見ると、経済学部の自宅率は増加傾向にある（資料５表４、

資料６）。これについてもキャンパスの移転によって、自宅通学の可能地域の拡大を実現す

ることができたと考える。以上のことから、今後に学生募集の可能性の拡大が十分に期待で
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きる。 

 

② 地域に根ざした教育改革 

 キャンパスが立地する東海市は多くの企業がある。地域の主要企業の経営者を講師に招

いた「経営者講座」の開講やインターンシップの実施など、地元産業界との密接な連携を開

始しており、地域に必要となる経済人材の養成に向けて取組を始めている。このような取組

は、中長期的な効果が期待されるものであり、今後、地域に必要となる人材養成を行う経済

学部の大きなセールスポイントとなる。さらには、知多信用金庫など地域の有力企業との連

携協定を締結し、地域との一層の関係強化を進めている。今後、こうした取組内容を積極的

に情報発信していくことにより、中長期的な視点で志願者や入学者の確保に努める。 

 

（２）国際福祉開発学部の学生確保の方策 

① キャンパス移転による入学者の変化 

 経済学部同様、国際福祉開発学部においても、東海キャンパスへの移転によって、特に岐

阜県、三重県からの入学者が増加傾向にある（資料５表３、資料６）。国際福祉開発学部の

学生募集においても愛知県が主な地域であったことから、地域の拡がりは今後の志願・入学

者の拡大に大きな可能性を見出すことができる。また、本学部においても、在学生の自宅割

合は上昇しており（資料５表４、資料６）、志願者の地元志向に応え得る環境となったと考

えることができる。以上からも、今後に学生募集の可能性の拡大が十分に期待できる。 

 

② 地域に根ざした教育改革 

 2015 年度に移転した東海キャンパスの最寄り駅より、電車で 19 分の位置に中部国際空港

がある。これまでも、空港と連携してインターンシップや経済効果に係る調査の実施などを

行ってきた。これらの連携の強化を図るために、2015 年 12 月に、本学と同空港との間で産

学連携に関する協定を締結した。これらの取組により、国際福祉開発学部の教育の質の向上

に繋げ、高校生にわかりやすく学びの内容を情報発信していくことにより、中長期的な志願

者、入学者の確保に努める。 

 

３. 福祉経営学部（通信）の学生確保の見通し 

１）現状 

2012 年度における福祉経営学部（通信）の入学定員は 1,000 人、入学者数は 635 人であ

り、定員充足率は 63.5％と、本学部の学生募集は厳しい状況にあった（資料５表５）。この

とき、本学部の学生募集の状況改善に向け、入学者特性を以下のように把握した。 

本学部の入学者の年齢は 10 歳代から 80 歳代と幅広く、特に 30 歳代から 40 歳代が多い。

これらの年代の入学者は、医療・福祉分野に従事する現職社会人学生であり、短期大学、専

門学校卒業後に、介護現場に従事している専門職である。これらの学生は、現職を継続しな

がら職場の課題解決等を目指し、自己のスキルアップや特に社会福祉士の資格取得を目的
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に編入学（３年次等）している。一方、１年次の入学生は、高等学校卒業後に医療・福祉分

野に就職した者、あるいは、民間企業等に従事する社会人が中心となる。これらの学生は大

学の卒業資格と社会福祉士等の資格取得を目指しての入学となる。 

本学部の入学者は、この間、高等学校卒業後に就職した１年次入学生の他、短期大学、専

門学校卒業後に、医療・福祉分野に従事する現職社会人の編入学生が増加する結果となった。

これは、本学部が対象とする、医療・福祉分野では、編入学対象となる社会人において、高

い社会福祉士取得のニーズがあり、編入学への対応の必要性が確認できるものである。 

これらの状況を受けて、本学部では、2013 年度より、１年次入学定員を 1,000 人から 800

人へと減じ、新たに３年次編入学定員を 400 人と設定した（いずれも収容定員 4,000 人は

維持）。このように編入学定員を新たに設定することで、現職社会人学生に対し恒常的な学

びの機会を提供することとした。 

これにより、2013 年度では１年次入学者数が 570 人と前年と比べ減少したが、入学定員

の減少によって定員充足率は 71.3％と７割を上回った。しかしながら、2014 年度の入学者

数は 474 人とさらに減少し、定員充足率も 59.3％となり学生募集が再び厳しい状況となっ

た。しかし、2015 年度には入学者数が 551 人と上昇し、定員充足率も 68.9％と、７割水準

まで回復傾向を見せている。2016 年度においても、2015 年度と同水準かそれを上回る１年

次入学者数を確保できる見込みである。 

 

２）今後の対策 

先述の通り、本学部の入学者数は 2015 年度、2016 年度で回復傾向を見せており、その際

の学生募集対策を継続・強化して取組んでいくこととする。 

具体的には、医療・福祉分野以外の従事者や主婦層に向けて、福祉を学ぶ意義や卒業生に

よる本学部での学びに（卒業者の声）について広報を強化し、新たな入学者層の開拓を行う。

特に、急速にユーザーが増加するモバイル端末（スマートフォン等）へのインターネット広

告の展開、およびモバイル端末に対応する WEB サイトの改修を積極的に進め、広報展開を強

化する。また、資料請求者を対象として公開授業を実施する等によって、本学部への理解・

関心を深め、１年次入学生を安定的に確保する他、継続して医療・福祉分野に従事する社会

人の編入ニーズに対応しながら、入学定員（１年次、３年次）の充足を目指す。 

なお、過去の入学者数実績を勘案し、2013 年度に編入定員を設定したが、定員変更後の完

成年次である 2016 年度入学者数の状況を踏まえ、本学部全体の定員設定を再検討する。 
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（２）人材需要の動向等社会の要請 

 

① 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

 

１．本学部の養成人材像 

「ふくしの総合大学」において、すべての人々（国民）が生涯にわたって、健康であるこ

とを土台とした文化的な生活、活力ある生活、等しく生きがいを持った生活を営む共生社会

を構築するために、文化としてのスポーツを多角的視点（人文・社会・自然科学）から理解

し、学校、地域、その他の場で真摯に人と向き合い、よりよい関係を作り、スポーツの指導

力、企画力、組織力、問題解決能力をもって実践に当たることのできる人材を養成する。 

本学部に所属する全ての学生が、障害者スポーツから導かれるスポーツの意味や価値、指

導方法を理解し、またその取り組みに学び、子どもから高齢者まで、すべての国民の生活を

豊かにするためにスポーツの力を生かすことのできる人材となることを目指す。 

 

２．人材養成やその他教育研究上の目的（学部・学科等の特色） 

 現在、スポーツの力は、競技の成果から国民の活力を生むことは当然ながら、学校教育、

地域づくりはもとより、学校外の子どもたちの楽しみ、成人・高齢者の楽しみや生きがい、

そして職場の交流など国民の生活の至る所で発揮されている。しかし、そのような状況下に

ありながら、スポーツに期待される多様な機能を広く活用し得る人材の育成は十分ではな

い。 

そこで、本学部では、「ふくしの総合大学」に設置される学部として、スポーツの力を生

かして万人の幸福を支える人材の養成およびそれに必要な研究を担うことを目標に掲げて

いる。具体的には、障害者スポーツから導かれるスポーツの意味や価値、指導方法を理解し、

文化としてのスポーツを多角的視点（人文・社会・自然科学等）から捉え、学校、地域、そ

の他の場で、真摯に人と向き合い、よりよい関係を作り、スポーツの指導力、企画力、組織

力、問題解決能力を持って実践にあたることのできる人材を養成する。 

特に、日本のスポーツにとって、2020 年に開催される東京オリンピック、パラリンピッ

クが大きな転換点となることを見据え、障害のある学生とない学生がともにスポーツ科学

を学び合うことで、日本のスポーツの在り方を問い、さらに日本が進むべきスポーツ科学の

教育・研究の方向性を国内外に提示する使命を果たしていくことを目指している。 
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② 社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

 

１．社会的に求められる人材需要 

（１）新卒採用の好転（経団連：新卒採用（一般）） 

 2014 年７月に日本経済団体連合会により実施された「新卒採用（2014 年４月入社対象）

に関するアンケート」によると、採用選考活動を実施した企業割合は２年連続で増加した

ことが報告されている。さらに、前年（2013 年４月）の採用人数に対して「増加した」と

の回答も 44.4％あり、「業績の回復、事業拡大」（49.5％）が理由となっている。 

 また、ここでは、就職採用市場に関する評価として、「売り手市場（学生側が有利）であ

った」との回答が 51.5％と、前回調査と比べて 23.5 ポイントの大幅増が報告されている。 

 これらの企業が選考にあたり重視した点（５L.A.）については、「コミュニケーション能

力」（82.8％）が 11 年連続で最も高く、次いで「主体性」（61.1％）、「チャレンジ精神」

（52.9％）、「協調性」（48.2％）、「誠実性」（40.3％）の順となっている。 

資料：「新卒採用（2014 年 4 月入社対象）に関するアンケート調査結果」日本経済団体連

合、2014 年７月（資料７） 

 

（２）国内スポーツ総生産の増加推計 

 日本政策投資銀行の推計によると、2012 年時点での国内 GDSP（Gross Domestic Sport 

Product：国内スポーツ総生産）は、11 兆４千億円であり、スポーツ産業が大きい規模を

有する産業となっていることがわかる（公営競技を除くと７兆 725 億円）。 

 また、本報告の中では、今後、GDP と同程度の成長を遂げた場合という条件付きで、東

京オリンピック・パラリンピックが行われる 2020 年の GDSP の推計が行われており、13 兆

676 億円まで拡大する試算結果が示されている。 

 オリンピックの他、ラグビーワールドカップの開催（2019 年）等、国際大会の開催やそ

れに伴う国内スポーツの活性化が予想され、GDSP の成長が期待されている。 

資料：「2020 年を契機とした国内スポーツ産業の発展可能性および企業によるスポーツ支

援」2015 年５月 株式会社日本政策投資銀行 地域企画部（資料８） 

 

２．当該地域（主に愛知県）の人材需要 

（１）愛知県における事業者採用人数（資料９） 

2015 年 11～12 月に本学が独自に実施した「事業者の人材需要に関するアンケート」で

は、愛知県の事業所を中心として 620 事業所にアンケートを配布し、298 事業所からの回

答を得た（回収率 48.1％）。 

 そのアンケートにおける「過去 3 年間の採用人数」を見ると、平成 25 年度（291 事業

所）では 3,939 人であり、平成 26 年度（292 事業所）では 4,664 人と大幅に増加し、平成

27 年度（290 事業所）では 4,528 人と前年と比較すると若干減少するものの、ここ２年で
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は、4,500 人を超える採用があることがわかる。 

 それらの事業所の人材選考の重視点（３L.A.）については、先の日本経済団体連合会調

査とは項目、回答方法が異なるが、「コミュニケーション能力」が 33.3％と最も高く、次

いで、「チームで働く力」（26.8％）、「問題解決能力」（14.0％）の順となっている。 

 

（２）愛知県におけるスポーツ人材の需要 

 愛知県が策定している「いきいきあいちスポーツプラン」（計画期間 2013-2022 年度）

では、大学への働きかけ等により、スポーツに係る多様な人材養成が計画されている。 

 具体的には、小学校における体育専科教員や運動部活動の指導者、小学校体育活動コー

ディネーター（小学校全体の体育の授業や体育的活動の計画を補助したり、担任等とティ

ームティーチングで体育授業に取り組んだりするとともに、地域との連携を図ることを目

的に、総合型地域スポーツクラブから派遣されるアスリートスタッフ）が挙げられている。 

 地域スポーツでは、総合型スポーツクラブ運営に携わる中心的な役割（日本体育協会が

主催する講習を受講して資格取得）である「クラブマネージャー」や地域住民による主体

的なクラブ活動の運営に向けたマネジメントやコーディネートができる人材、そして、ス

ポーツ基本法に基づき、スポーツ推進事業の実施に係る連絡調整並びに住民に対するスポ

ーツの実技指導、その他スポーツに関する指導・助言を任務とする「スポーツ推進委員」

等である。 

 さらには、スポーツを通して、障害のある人たちに体を動かすことの楽しさを伝えたり、

身体能力の向上、さらにスポーツ技術の上達を目指して指導したりする「障害者スポーツ

指導員」（日本障害者スポーツ協会が認定する資格）の他、少年・少女、高齢者、女性等、

適切に指導できるスポーツ指導者である。 

 競技スポーツでは、質の高いスポーツ指導者の必要性が指摘され、加えてアスレティッ

クトレーナー（スポーツ現場で選手が受傷したときの応急処置や傷病の評価、復帰までの

手順を考える等、傷害の予防のために働くスタッフの一員）やアナリスト（各競技におい

てデータ分析を担当するチームスタッフ）、審判員等の養成が求められている。 

 

３．「日本福祉大学スポーツ科学部（仮称）」卒業者の人材需要 

 本学部のディプロマポリシーでは、スポーツ文化や楽しさの理解、スポーツや運動の意味、

価値の理解は基より、真実を見極める「知」への探究心や国際社会を含む諸領域での情報の

伝達・判断・理解力等の修得を掲げており、卒業後は、スポーツ指導やスポーツ教育等のス

ポーツに関わる就職だけでなく、社会福祉法人や一般企業を含め幅広い就職先を視野に入

れている。 

 先の「事業者の人材需要に関するアンケート」（本学実施）では、スポーツ科学部（仮称）

卒業生の採用意向として、「採用を希望する」事業所が 68 事業所（22.8％）、「採用を検討す

る」事業所が 129 事業所（43.3％）で合わせて７割近くの事業所が何らかの採用意向を持っ

14



 

 

ていることが報告されている。 

  さらに、採用意向を持っている事業所の採用人数について、各選択肢から最少人数として

算出した結果、最低でも 210 人の採用人数となり、これは、スポーツ科学部（仮称）の入学

定員（180 人）の 1.2 倍の採用人数があることがわかる。 

 この「採用を希望する」と「採用を検討する」事業所の人材選考の重視点（３L.A.）につ

いてみても、「コミュニケーション能力」（33.8％）が最も高く、次いで「チームで働く力」

（28.3％）、「問題解決能力」（14.1％）の順となっている。 

 ちなみに、本報告書では、採用需要推計における最大採用人数は 267 人とされており、こ

れは入学定員（180 人）の 1.5 倍であり、一定の採用需要があると報告されている。 
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（資料７）

新卒採用（2014年4月入社対象）に関するアンケート調査結果 
2014年9月29日　一般社団法人　日本経済団体連合会　抜粋
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（資料８） 
必要箇所抜粋
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